
＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証
スマート農業の社会実装を加速化するため、必要な技術の開発やデータを活用した
現場実証等を行います。
① 次世代スマート農業技術の開発・改良・実用化
② 戦略的スマート農業技術の実証・実装
③ ペレット堆肥活用促進のための技術開発・実証

２．スマート農業普及のための環境整備
スマート農業を普及させるための環境整備を行います。
① 農林水産データ管理・活用基盤強化
② データ駆動型農業の実践・展開支援事業
③ 農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討
④ データ駆動型土づくり推進
⑤ スマート農業教育推進

【令和6年度予算概算要求額 3,229（1,196）百万円】

＜対策のポイント＞
スマート農業の社会実装を加速するため、必要な技術開発・実証やスマート農業普及のための環境整備等について総合的に取り組みます。

＜事業目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和７年まで]

＜事業の流れ＞

国

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付（定額）
民間団体等
(公設試、大学を含む)

委託
（１の事業）
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１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業の社会実装・実践

２．スマート農業普及のための環境整備

④ AIによる土壌診断
技術の開発

土壌診断の実施

③

遠隔監視による自動走行
の安全技術等の検証

安全性確保策
の検討

自動走行農機 有識者委員会①
②

② データ活用の
体制づくりを支援

産地による
データ駆動型
農業の実践

環境モニタリング
装置等

改善効果の検証

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

定額

民間団体等 （２②の事業の一部）

定額
民間団体等
（公設試、大学を含む）

（２①③の事業）

定額

委託
民間団体等

全国協議会

（２⑤の事業）

（２④の事業）

定額
都道府県

定額、1/2
協議会 （２②の事業の一部）

みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち

スマート農業の総合推進対策

①次世代スマート農業技術の
開発・改良・実用化

ペレット堆肥の製造・物流を最適
化するシステムの構築、帰り荷とな
る敷料の探索、現地実証

受発注や物流の
最適化

農業副産物ペレット堆肥 物流の最適化

受注
発注

③ペレット堆肥活用促進のための
技術開発・実証

②戦略的スマート農業技術の
実証・実装

生産現場における技術ニーズや
将来の労働力の状況を見据え、
生産性の飛躍的向上に必要不
可欠なスマート農業技術の開
発・改良・実用化を推進

海外依存度の高い農業資材や
労働力の削減効果が期待され
る先進的なスマート農業技術を
実証

両 立

資材・労働力
低減

生産力向上

農薬

(例）摘粒・摘果
自動ロボット

⑤
スマート農業
教材の充実

現役農業者・教員
向けの研修会の開催等

データ連携による
新たなサービス開発を支援

サービス事業体が利用する
営農管理システムの開発を支援

農業者

サービス
向上

オープンAPIを活用
してデータを取得

サービス事業体
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◎2019年度から全国2１7地区で展開。

令和元年度採択 69地区
令和２年度採択 55地区
令和２年度採択（緊急経済対策） 24地区
令和３年度採択
令和４年度採択
令和５年度採択

34地区
23地区
12地区

水田作 48（30、12、１、１、３、１）
畑 作 28（６、７、１、４、７、３）
露地野菜 45（10、12、９、９、２、３）
施設園芸 30（８、６、３、７、４、２）
花 き ５ （１、２、－、２、－、－）
果 樹 34（９、９、５、８、３、－）
茶 ６ （２、２、－、１、１、－）
畜 産 21（３、５、５、２、３、３）
合計 217（69、55、24、34、23、12）

全
国

水田作 ４（２､ １、－、－、１、－）
畑作 ７（２、１、１、１、１、１）
露地野菜 ３（－、２、－、－、１、－）
果樹 １ (－、－、－、１、－、－)
畜産 ８（１、１、２、２、１、１）
合計 23（５、５、３、４、４、２）

北海道

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

水田作 ８（５、２、－、１、－、－）
畑 作 ２ （－、１、－、－、１、－）
露地野菜 ６（３、－、１、１、－、１）
施設園芸 ３（－、－、１、１、１、－）
花 き ２ （１、１、－、－、－、－）
果 樹 ４ （１、１、１、１、－、－）
合計 25（10、５、３、４、２、１）

東北

東海

岐阜、愛知、三重

水田作 ５（１、２、－、－、１、１）
畑 作 ２ （－、－、－、２、－、－）
露地野菜 １（－、－、１、－、－、－）
施設園芸 ５（１、１、－、１、－、２）
花 き １ （－、１、－、－、－、－）
果 樹 ３ （１、－、－、１、１、－）
合計 17（３、４、１、４、２、３）

近畿

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

水田作 ４（３、１、－、－、－、－）
露地野菜 ３（－、－、１、２、－、－）
果樹
茶
合計

７（２、２、２、１、－、－）
１（－、１、－、－、－、－）
15（５、４、３、３、－、－）

新潟、富山、石川、福井

水田作 10（８、１、－、－、１、－）
畑 作 ５ （－、２、－、１、１、１）
露地野菜 ４（－、３、－、－、１、－）
施設園芸 ２（－、－、－、２、－、－）
花 き １ （－、－、－、１、－、－）
果 樹 １ （－、１、－、－、－、－）
畜 産 ２ （－、１、１、－、－、－）
合計 25（８、８、１、４、３、１）

北陸

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
東京、神奈川、山梨、長野、静岡

水田作 ５（４、１、－、－、－、－）
畑 作 ２ （－、１、－、－、１、－）
露地野菜 14（２、２、４、５、－、１）
施設園芸 ６（２、２、－、２、－、－）
果 樹 ７ （２、２、１、２、－、－）
花 き １ （－、－、－、１、－、－）
茶 ２ （１、－、－、１、－、－）
畜 産 ２ （１、１、－、－、－、－）
合計 39（12、９、５、11、１、１）

関東甲信・静岡

福岡、佐賀、長崎、熊本、
大分、宮崎、鹿児島、沖縄

水田作 ６（２、３、１、－、－、－）

畑 作 ８ （３、２、－、－、３、－）

露地野菜 ７（３、２、１、－、－、１）

施設園芸 13（５、３、１、１、３、－）
果 樹 ３ （１、１、－、１、－、－）
茶 ３ （１、１、－、－、１、－）
畜 産 ６ （１、２、１、－、１、１）
合計 46（16、14、４、２、８、２）

九州・沖縄

鳥取、島根、岡山、広島、山口、
徳島、香川、愛媛、高知

水田作 ６（５、１、－、－、－、－）

畑 作 ２ （１、－、－、－、－、１）

露地野菜 ７（２、３、１、１、－、－）

施設園芸 １（－、－、１、－、－、－）

果 樹 ８ （２、２、１、１、２、－）
畜産 ３（－、－、１、－、１、１）
合計 27（10、６、４、２、３、２）

中国・四国

※各ブロックの品目毎の（ ）内の数字は、左から令和元年度、
令和２年度、令和２年度（緊急経済対策）、令和３年度、令和４年度、令
和５年度の採択地区数である。（2023年４月現在）

【参考２】スマート農業実証プロジェクトの実証地区（参考）スマート農業実証プロジェクト
スマート農業の現場実装の加速化
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１ 機械鑑定を前提とした農産物検査規格
の策定（令和４年産米から適用）

２ サンプリング方法の見直し
（令和３年産米から適用）

３ スマートフードチェーンとこれを活用した
ＪＡＳ規格の制定（令和５年産米から適用）

現行の規格とは別に、「機械鑑定を前提とした規格」
を策定することを決定。
今後は、実務家による機械鑑定に係る技術検討チー
ムを速やかに設置し、技術的事項を整理した上で、機
械鑑定用の検査規格を設定・公表（令和４年産米
の検査から適用）。

検査コスト低減に向け、サンプリング方法の簡素化を

決定。

今後は、標準抽出方法を見直し、令和３年産米の

検査から適用。

コメのスマートフードチェーンの構築と、それを活用した
ＪＡＳ規格を民間主導により策定することを決定。
今後は、生産者・実需者・企業等が参加するコンソー
シアムを設置し、海外調査、ＪＡＳ規格原案の策定
等を経て、令和５年産米からの実現を目指す。

現在の農産物検査における量目の検査について、
「皆掛重量」の証明を廃止し、「正味重量」のみの証
明とすることを決定。
今後は、令和３年産米からの適用を念頭に、規則
の改正など必要な手続きを進める。

４ 農産物検査証明における「皆掛重量」の
廃止（令和３年産米から適用）

検討会の結論と対応状況

措置済 措置済

措置済

→ 令和４年２月に農産物検査規格を改正
→ 令和３年７月に標準抽出方法（告示）を改正

→ 令和３年６月に「スマート・オコメ・チェーンコンソーシアム」を設立して
検討中

→ 令和３年７月に農産物検査法施行規則（省令）を改正して「皆掛
重量」の証明を廃止

○ 農産物検査が農産物流通の現状や消費者ニーズに即したものとなるよう、「農産物検査規格・米穀の取引に関する検討会」で議論を
重ね、令和３年５月に「とりまとめ」を公表。

○ 「とりまとめ」を踏まえ、同年７月にサンプリング方法の見直しを措置したことをはじめ、その他の見直し項目についても実務的・技術的な
作業を順次進め、令和４年２月に機械鑑定を前提とした農産物検査規格等を策定した。現在、生産者及び登録検査機関等への周
知を鋭意推進している。

農産物検査の見直しについて（概要）

検討会の結論と対応状況
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７ AI画像解析等による次世代穀粒
判別器の開発【令和３年度予算措置済】

８ 農産物検査を要件とする補助金・
食品表示制度の見直し【令和２年度措置済】

５ 銘柄の検査方法等の見直し
（令和４年産米から適用）

６ 荷造り・包装規格の見直しについて
（令和４年産米から適用）

令和３年度予算で「AI画像解析等による次世代穀
粒判別器の開発」を措置。
「穀粒判別器から取得される米の画像・検査データの
農業データ連係基盤（ＷＡＧＲＩ）等への蓄積」
「ビッグデータと連動する次世代穀粒判別器の開発」
「AI画像診断によるデータに基づく取引を提案するプロ
グラムの実装」などの研究を推進（令和７年度まで）。

銘柄の検査について、現在の目視による鑑定から書
類による審査に見直す。
また、現在、都道府県毎に検査を受けられる品種を
指定する「産地品種銘柄」に加え、全国一本で品種を
指定する「品種銘柄」を設定し、「産地品種銘柄」に指
定されていない品種も検査を受けられるよう見直す。

ゲタ・ナラシ対策等の補助金について、農産物検査に
代わる手法により、補助金の助成対象数量を確認した
ものも支援対象となるよう制度を改正。
また、食品表示制度についても、農産物検査を受け
なくても、根拠資料の保管を要件とすることにより、産
地・品種・産年の表示を可能するよう制度を改正（消
費者庁において措置）。

荷造り・包装規格について、現行の規格で認められて
いない新素材の包装容器が活用できるよう、新規格を
制定する。
また、新規格は、原則として引裂強さ、引張強さ、伸
び、落下試験、防滑性試験について規格項目とし、そ
の具体的な内容・数値を検証した上で、令和３年中に
農産物検査規格を改正する。

ひきさき ひっぱり

措置済 措置済

措置済 措置済

→ 令和４年２月に農産物検査規格を改正 → 令和４年２月に農産物検査規格を改正

→ 令和３年度より研究開発を開始 → 補助金の交付要綱、食品表示基準を改正して令和３年度より適用

その他措置済の事項
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